【第３４５回監査セミナー】

●日　時：２０２２年２月１５日（火）１４：００～１６：３０

●演題：サステナビリティ時代のコンプライアンス・リスクマネジメントと
　　　　ガバナンスの在り方

●講師：国広総合法律事務所　パートナー弁護士　五味　祐子 氏

●録画公開(YouTube）　https://youtu.be/SCAgbm4uMKo
　　　
（本公開は会員・会友限定の視聴用であり、それ以外へのURLの拡散は厳禁と致します。）

●資料：



五味先生からは「レジュメの複製、複写、転用、対外開示はお控えいただくよう
お願いいたします。」とのご指示がございましたが、今回、先生の特別のご配慮で、
会員・会友ご自身のみのご利用に限定していただくことを条件に、レジュメを配信
するご許可をいただきました。

※録画及び資料の公開期間は、３ケ月間（５月末まで）とさせていただきます。
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サステナビリティ時代の
コンプライアンス・リスクマネジメントと


ガバナンスの在り方


～新しいリスクにどのように向き合うか～


国広総合法律事務所


パートナー弁護士 五 味 祐 子


２０２２年２月１５日


監査懇話会







コンプライアンスの新しい潮流


➢ 「法令遵守」「法令等遵守」では不祥事はなくならない


ー どのような不祥事が起こっているのか？


例えば・・・


・ 会計不正


・ 品質偽装、データ改ざん


・ 海外贈賄


・ カルテル、談合


・ 個人情報・企業秘密の漏えい


・ ハラスメント


・ 外国人研修生の人権侵害


ー 不連続な社会の変化によるリスクの広がり
1







コンプライアンスの新しい潮流


➢ 「法令遵守」「法令等遵守」では不祥事はなくならない


ー かんぽ生命の事案


ー リクナビの事案


ー リスク管理に何が必要か？


ステークホルダー目線によるリスク管理の必要性
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事例１


➢ 会計不祥事とその後の混乱


ー 事案


①2015年 会計不正による過年度決算訂正


→特設注意市場銘柄に指定、会計監査人の処分


（上場廃止免れる）


②2016年 買収海外子会社の巨額損失認識・債務超過


→東証2部に降格


→会計監査人の限定付き適正意見、意見不表明


③2019年 子会社の循環取引発覚


→株主総会での株主提案と議決権行使問題


④2020年 臨時総会にて調査担当弁護士の選任


→2021年 調査担当者の調査報告書公表と会社提案役員の否決
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事例１


ー 会計不祥事の問題


・ ガバナンス不全、内部統制の問題


財務報告にかかる情報伝達


・ 経営方針のゆがみ


当期利益重視の業績評価制度・予算統制


理念なき収益プレッシャー


・ ビジネスモデルの行き詰まり


・ 職責・コンプライアンス意識の希薄化


・ 子会社（特に海外子会社）管理の脆弱さ
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事例１


ー 混乱の要因は何か


・ 会計不祥事の危機管理


・ 循環取引事案の対応


・ 経営陣の対応姿勢


・ 監督官庁との不適切な関係


・ ガバナンスの不全
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事例２


➢ 役職員の金品等受領問題
ー 事案


・ 大手電力会社の役職員75名が地元有力者（元助役）から金品等受領（約3


億6000万円）、元助役への不適切な情報提供、特定企業への発注


・ 一部経営陣は社内調査結果の対外非公表・取締役会非報告を決定。


監査役（社外含む）は取締役会、社外取締役に報告せず。


・ 報道で発覚、社内調査報告書の公表と第三者委員会の設置


・ 第三者委員会報告書


金品受領等の関係継続・・・重大なコンプライアンス違反


事後対応は「ガバナンス上の重大かつ深刻な問題」
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事例２


ー 根本原因


・ 内向きの企業体質（ユーザー目線の欠落と透明性の軽視）


・ 業績・事業活動をコンプライアンスに優先


・ 経営陣の決断力の欠如


・ 透明性を欠く誤った「地元重視」による問題行為の正当化


・ 原子力事業本部の閉鎖性、ガバナンス不足


・ 身内に甘い脆弱なガバナンス意識
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事例２


ー 発覚後対応の問題


・ 社内調査の不十分性


・ 取締役会への非報告


・ 監査役の判断の誤り


取締役会への報告義務なしと判断


しかし、「著しく不当」な事実の報告義務違反


8







事例３


➢ ブランド偽装
ー 事案


・ レストラン料理長による6年間にわたる偽装行為の継続


「但馬牛フィレ」を「神戸牛フィレ」として客に提供


ー 問題


・ ブランド区分への認識不足


・ 「顧客のために」の誤解？


・ 発覚の遅れ


内部通報されなかったこと


閉鎖的人間関係、職場風土、平時コミュニケーション、事なかれ主義


業務プロセスの不透明性（属人性）


内部けん制不全
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事例４


➢ 金融機関の営業担当による業者不正への関与・黙認
ー 事例


・ 顧客を紹介した不動産業者等による多数の融資資料の偽造・改ざん


・ 多数の営業担当の不正への関与、黙認


・ 一部業務停止処分・業務改善命令 / 役員責任追及訴訟


ー 原因


・ 営業担当執行役員を頂点とした業績至上主義とノルマ設定


⇒ノルマ設定/人事評価制度


⇒苛烈なパワハラ⇒顧客本位でない営業活動⇒不正への関与・黙認


・ 内部統制の形骸化


・ リスク情報の軽視


・ 経営と現場の断絶
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事例５


➢ 子会社での製品性能の偽装
ー 事案


・ 国の性能基準（免震）を満たさない虚偽の検査成績書を出荷先に交付


・ 会社社員の上司への申告


・ 過去にも類似不正の発生


ー 売上規模の小さい社会的関心の高い事業での不正


・ リスクアプローチの難しさ


ー 不祥事発展の原因


・ 子会社から親会社への情報伝達の遅れ


・ 経営陣による回収決定の撤回と公表の遅れ


・ 内部告発者対策の実施


・ 再発防止策終了宣言後の類似案件発覚
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多様な新しいリスクと不祥事


➢ 腐敗防止（海外贈賄を中心に）


➢ 個人情報・データ管理に関わるリスク


➢ サイバー攻撃、システム障害


➢ 環境規制に関わるリスク


➢ 国際的基準に基づく人権に係るリスクへの対処


➢ サプライチェーンにおける人権問題


➢ 地政学リスクとコンプライアンス（経済安全保障との関係）


⇒ ビジネスモデルの行き詰まり、新しいビジネスモデルから生じる新しいリスク、オペレ
ーションリスクの顕在化、競争環境の激変への対応力、グローバルビジネス・リスク・・・


12







新しいリスクの例


➢ 「レピュテーションリスク」
ー ステークホルダーの評価が低下することによる企業価値毀損リスク


ー マスコミ報道と炎上


ー 株価の下落、顧客離れ、人材採用困難・離脱


ー レピュテーションリスクの外縁の不透明さによる対処の困難性


➢ 「コンダクトリスク」の顕在化
法令として規律が整備されていないものの、


①社会規範に悖るリスク


②商習慣や市場慣行に反する行為


③利用者（消費者）の視点の欠如した行為


などにより、結果として企業価値が大きく毀損されるもの


・・・社会的期待や信頼に応えられなかった場合に顕在化するリスク
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新しいリスクの例


➢ サステナビリティに関する課題（リスク）


ー CGコードにおける例示


【CGコード基本原則２、原則２－３、補充原則2-3①】


気候変動など地球環境問題/人権の尊重/従業員の健康・労働環境


への配慮や公正・適切な処遇/取引先との公正・適正な取引/自然災


害等への危機管理


ー 取締役会での取組み


サステナビリティはリスクの減少のみならず収益機会につながる重


要な経営課題


ー 取締役会での基本方針の策定と実効的な監督


【CGコード補充原則4-2②】
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コンプライアンス・リスク管理の新しい潮流


➢ ルールベースからプリンシプルベースへ


ー 分厚いルールブックでは不祥事を防止できない


ー 「木を見て森を見ず」「部屋の中の大きなゾウは見えない」


ー プリンシプルベースへ


ー リスクベースアプローチへ
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コンプライアンス・リスク管理の新しい潮流


➢ 個人の善意・判断への依存からの転換


ー 組織蔓延型不祥事の本質


ー ビジネスモデル、組織構造上の問題には個人が対処できない


ー 個人の善意や判断には頼れない


ー ビジネスの実態、現場実態に沿ったアプローチの重要性


ー ルールなきグレーゾーンへの対処の必要性
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コンプライアンス・リスク管の方向性


➢ 従来型コンプライアンスの問題点
ー どのような問題があるのか


・ 個別問題への事後対応


・ 法令違反の有無の形式チェック（形式的チェックリスト）


・ 詳細すぎる社内規程の蓄積


・ 法務・コンプライアンス部門のサイロ的対応


・ コンプライアンスをビジネス、業務、経営問題と切り離す対応
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コンプライアンス・リスク管理の方向性


➢ 従来型コンプライアンス


ー その結果・・・


・ 問題の本質的改善がなされない


・ 重要リスクが焦点にあたらない


・ 新しいリスクに気づけない


・ 法令違反に抵触しないが社会の要請に合致しない不適切な行動


の不祥事化
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コンプライアンス・リスク管理の方向性


➢ 出発点は「正解はない」こと
・ プロセスの重視、双方向の対話と異論奨励


・ ステークホルダー目線への切替


・ 社会変化への対応力と将来リスクへの想像力


➢ 同質性からダイバーシティへ


➢ 科学的アプローチの導入
・ 心理学的アプローチ


・ AI等先端技術の導入、DXの推進
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コンプライアンス・リスク管理の方向性


➢ グレーゾーンへの対処
・ ルールメイキングへの参加


・ 行政との適切ななコミュニケーション


・ 社内の行動指針


➢ ガバナンスによる実効性確保
・ CLO（法務担当責任役員）の設置


➢ 基軸は何か
・ 企業理念
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コンプライアンス・リスク管理の高度化


➢ 経営陣のコミットメント


・ コンプライアンス・リスクはビジネスと不可分一体


・ コンプライアンス・リスクはビジネス・モデルや経営戦略と表裏一体


・ 経営陣の姿勢・主導的役割


短期収益重視のメッセージの過度な発信の影響


過度な収益プレッシャーを与えた結果、不適切な行動へ


収益拡大事業、部門における内部管理体制の整備未了


「想像力」と前広な検討が必要


➢ 企業文化の役職員への行動への影響


・ 人事・評価・報酬制度


・ 基本的価値観・理念、行動規範（企業文化）


・ 経営陣による経営方針を踏まえた、あるべき価値観・理念、


企業文化の明確化と醸成
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コンプライアンス・リスク管理の高度化


【「３つの防衛線」の枠組】


ー 事業部門（営業、技術開発、生産・製造部門）、コンプライアンス部門、


内部監査部門の３つのラインが、それぞれの役目を果たして会社全体


としてのリスク管理を行うこと


ー コンプライアンス・リスク管理の高度化


ー グループリスク管理体制にも導入


ー 「１．５線」の考え方
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コンプライアンス・リスク管理の高度化


第1線： 営業部門、技術開発部門、生産・製造部門


・ 事業活動に起因するリスクを担い、管理する第一義的責任


⇒リスク管理能力の向上、


リスク・オーナーシップの醸成（主体的・自律的意識）


第２線： コンプライアンス部門、リスク管理部門


・ 事業部門のリスク管理を独立した立場でけん制、支援


・ 全社的リスクの統合的管理を行う


⇒事業部門への業務とリスクへの理解、専門的知見


第３線： 内部監査部門


・ 独立性の確保


・ 1線―2線のコンプライアンス・リスク管理の検証


・ 各ディフェンスラインが有効に機能しているかの確認


・ 取締役会への指摘報告、改善策の助言・提言
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コンプライアンス・リスク管理の高度化と
ガバナンス強化へ


➢ 内部監査部門の機能強化


ー ガバナンス改革の柱


ー 監査役、監査等委員会との連携、三様監査の重要性


ー 経営者から独立したレポーティングラインの確立


・ CEOではなく、監査役会等と取締役会


ー 内部監査機能の改革


・ 従来型のコンプライアンスから様々なリスクの対応へ


・ 経営監査へ


ー 独立性の確保と専門性の向上


・ 権限規程の整備、人財確保と育成、人事評価とキャリアパス
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監査、内部統制、リスク管理とCGコード


➢ 監査の信頼性確保および内部統制・リスク管理
（趣旨）


中長期的な企業価値実現の基礎


経営幹部等の不祥事対応として内部監査部門の重要性


（内容）


ー 取締役会におけるグループ内部統制、全社的リスク管理体制の構築


内部監査部門の活用 【CGコード補充原則4-13③】


内部監査部門の取締役会と監査役会への直接報告


ー 株主との面談への監査役の参加 【CGコード補充原則5-1①】


ー 監査役の選任における監査役会の同意 【対話ガイドライン3-10】


ー KAMの検討プロセスでの外部会計監査人との協働 【対話ガイドライン3-11】


ー 内部通報制度の実効性確保と体制・運用実績開示 【対話ガイドライン3-12】
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サステナビリティ課題とCGコード


➢ サステナビリティ課題への取組み
ー 経営戦略への反映 【対話ガイドライン１－１】


・ 環境変化が経営戦略・経営計画等への適切な反映、全社的な


検討・推進のための枠組み （サステナビリティ委員会）の整備


・ 環境変化


ESGやSDGｓに対する社会的要請、関心の高まり/DX/


サイバーセキュリティ対応/サプライチェーン全体での公正・適正な取引


国際的な経済安全保障を巡る環境変化への対応の必要性


ー 情報開示の充実 【CGコード補充原則3-1③】）


・ 経営戦略の開示においてサステナビリティの取組みを開示


・ プライム市場について、気候変動リスクと収益機会の開示


TCFD開示


⇒ 非財務情報開示の統一的枠組みの策定
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不祥事予防の実務


➢ 日本取引所自主規制法人「不祥事予防のプリンシプル」


ー 不祥事そのものを予防するしくみ


リスクが小さいうちに発見・是正して不祥事への発展を予防


ー 自社体制の見直しの契機


原則① 「実を伴った実態把握」


原則② 「使命感に裏付けられた職責の全う」


原則③ 「双方向のコミュニケーション」


原則④ 「不正の芽の察知と機敏な対処」


原則⑤ 「グループ全体を貫く経営管理」


原則⑥ 「サプライチェーンを展望した責任感」
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不祥事予防の実務


原則① 「実を伴った実態把握」


ー 自社のリスク状況の把握


ー 法令遵守にとどまらないコンプライアンス


ステークホルダーへの誠実な対応


広く社会規範を踏まえた業務運営


ー 変化への対応とフォーワードルッキングの重要性


ー 持続的かつ自律的な実態把握


レポーティング・ライン、内部通報制度などによる実態把握


28







不祥事予防の実務


原則② 「使命感に裏付けられた職責の全う」


ー 経営陣のコンプライアンスへのコミットと発信


姿勢の明確化


人事・報酬制度の設計の重要性


人事評価における実践


ー 事業実態に即した経営目標設定や業務遂行


コンプライアンス・リスクはビジネスと不可分一体


ビジネスモデルや経営戦略に内在


コンプライアンス・リスク管理は、経営の根幹をなす


ー 監査・監督機関の機能の発揮


CGコード原則４－４ 能動的積極的な権限行使
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不祥事予防の実務


原則② 「使命感に裏付けられた職責の全う」


ー 監査・監督機関の機能の発揮


CGコード


・ 監査役等による能動的積極的な権限行使


・ 取締役会による体制及び運用上の監督


・ 独立社外取締役等の機能強化


ー 情報提供と監査・監督機関の活動を支援する体制
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不祥事予防の実務


原則③ 「双方向のコミュニケーション」


ー 双方向性


ー 経営と現場の意識共有


ー 中間管理職の役割（ハブ機能）


・ 中間管理職の意識と行動が重要


・ 現場職員が日々の業務において直接指示を受ける、人事評価


において第一次的評価を受けるのは中間管理者経営陣が示


した姿勢を自身の部署の業務に合わせて具体的に理解し、


日々の業務で体現することを通じて浸透させる


「tone in the middle」
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不祥事予防の実務


原則④ 「不正の芽の察知と機敏な対処」


ー 重大不祥事防止のためのコンプライアンス活動


ー リスクは存在することが前提


ー 経営陣の役割


・ 組織の問題に遡った原因分析


・ 内部通報への評価


・ 姿勢や実績を継続的に示すこと


ー 「早期発見→迅速対処→業務改善→モニタリング」の定着


ー 横展開
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不祥事予防の実務


原則⑤ 「グループ全体を貫く経営管理」


ー リスクベース・アプローチに基づくグループ会社管理


ー レポーティングラインの確立


・ 親会社等がグループ会社のリスク情報を把握する体制


・ グローバル内部通報制度


ー コンプライアンスに関するグループの方針、行動規範等の一貫性


・ 子会社（特に海外拠点）に派遣する役員教育の必要性


・ 本社とのコミュニケーションの充実とリスク状況の把握


・ M＆AにおけるPMIの重要性


ー 監査・監督体制の整備
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不祥事予防の実務


原則⑥ 「サプライチェーンを展望した責任感」


ー 自社以外の不祥事も自社の不祥事となりうる


ー サプライチェーン・リスク管理の重要性


・ 改訂CGコード・対話ガイドライン


多数のステークホルダーの関心事（機関投資家、NGO）


・ サプライチェーンにおける人権問題についてのリスク管理


重大なレピュテーションリスクから法的リスクへ


国連「ビジネスと人権の基本原則」（ラギー原則）


①方針の策定、 ②人権DD、③グリーバンス


・ 脱炭素、気候変動等環境問題への対処→ビジネスの資格要件へ


・ 環境問題と人権問題の融合（欧米での訴訟）
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不祥事の兆候の把握


➢ 不祥事の「兆候」の把握
ー リスク情報の管理体制の整備


・ リスク情報の集約・統合的に管理する体制の整備


職制報告、内部通報、顧客・取引先苦情、外部提供情報等


多様なルートを通じて集約したリスク情報を分析、対処


ー グループ全体のリスク情報の集約・管理


・ グループ内部通報制度


・ グローバル内部通報制度


ー リスク状況の把握、分析


・ リスクの特定、評価（影響度）


・ リスクマップの作成と経営層での共有


35







不祥事の兆候の把握


➢ 内部通報制度の整備・運用の確認
ー 改正公益通報者保護法と指針への対応


ー 通報者保護の徹底


・ 守秘義務の厳格化（従事者の指定と罰則の定め）


・ 通報者への不利益防止と探索禁止


ー 内部通報によるリスク情報の把握


・ 十分な調査・是正・再発防止


ー 経営陣から独立した窓口の設置（CGコード、指針）


・ 監査役窓口設置企業が増加方向


ー 運用実績の開示（指針）
36







有事対応の実務


➢ 有事対応の目的
不祥事又はその疑義が把握された場合に速やかに事実関係を調査し、


根本原因を究明、再発防止策を図り、自浄作用を発揮する。


ステークホルダーの信頼回復を図とそれを通じた企業価値の維持・再生


を図る。


➢ 「上場会社における不祥事対応のプリンシプル」日本取引所自主規制法人


原則① 「不祥事の根本的な原因の解明」


原則② 「第三者委員会を設置する場合における独立性・中立性・専門


性の確保」


原則③ 「実効性の高い再発防止策の策定と迅速な実行」


原則④ 「迅速かつ的確な情報開示」
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有事対応の実務


➢ 徹底した事実調査と根本原因の究明


ー 調査体制の選定


・ どのような体制にするか


・ 選定プロセス


・ メンバーの選定


ー 調査スコープの設定における類似案件調査の重要性


ー デジタルフォレンジック、AIの活用


➢ 是正措置と再発防止策の実行


➢ 情報開示とマスコミ対応の基本
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サステナビリティ課題への取組み


➢ サステナビリティ課題と投資家
ー 手法


対話の重視と議決権行使へ


・ ダイベストメントからボーティング（Voting）へ


・ 業績、経営方針、利益還元だけでなく、ESGに係る議決権行使


・ 株主総会の変化


国際NGOとの連携


ー 対象


・ 環境（E）とともに人権（S）課題、リスクマネジメント（G）へ


・ 環境への取組と人権への取組の一体化


・ 安全、健康


・ プライバシー（AIと倫理）


・ ダイバーシティ、ジェンダー
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サステナビリティ課題への取組み


➢ ESGに関するリスクの複雑性


ー ソフトローからハードローへ


・ 欧米での法制化の進展


開示規制、人権DDの義務化


・ ESG訴訟の増加


環境訴訟、人権侵害


ー リスクの複雑性


・ 人権侵害


⇒ 国際通商問題へ


・ プライバシー、個人情報・データ管理


⇒ 経済安全保障の問題へ


・ 環境規制


⇒ 独禁法問題との関連
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サステナビリティ課題への取組み


➢ 「E」（環境）


・ 脱炭素等の国際的枠組みへの適応、TCFDへの賛同と開示


・ 取引先基準（ビジネスの資格要件）への対応


➢ 「S」（社会）


・ 企業における人権尊重の責任


国際基準に対応した人権方針の策定・人権DD、グリーバンス構築


サプライチェーンからバリューチェーンにおける人権尊重へ


・ 外国人研修生問題


・ ハラスメント対策、労働安全、公正な処遇


➢ 「G」（ガバナンス）


・ 「E」と「S」の基盤


・ ダイバーシティの重要性
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サステナビリティ課題への取組み


➢ 改訂CGコードへの対応


ｰ 自社の取組状況、リスク状況の調査


ｰ サステナビリティ方針の策定


ｰ 全社的枠組みの整備


・ 責任者の設置


・ 体制の整備（サステナビリティ委員会の設置）


・ 実行計画の策定


・ 監督


・ フィードバックと改善


ｰ 個別対応の実行


ｰ 情報開示と投資家とのエンゲージメント
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経営者等とのコミュニケーション


➢ 経営者とのコミュニケーション


・ 信頼関係と健全な緊張関係


・ 率直かつ建設的な意見交換


・ 経営方針の確認


・ リスク認識、課題の共有


➢ 役員・経営幹部とのコミュニケーション


✓ 事業責任者


・ 事業推進に係る情報収集、意見交換によるリスク情報の把握


・ 事業部門の方針、コンプラ意識の確認


・ 経営計画の進捗、内部統制の運用、リスク状況の確認


・ 不祥事再発防止策の進捗確認


✓ 管理部門責任者


・ 緊密な情報共有とディスカッション
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まとめ


➢ リスクの多様化ととリスク管理の高度化


➢ マルチ・ステークホルダー・エンゲージメントの重要性


➢ ESGの基盤であるガバナンス強化
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